
ゴール 令和元年度取組目標の達成状況 令和2年度末までの取組目標

・取引先企業の本業支援に関連する研修
等を21回実施。
・外部団体が主催する研修への職員派遣
実施。
・職員1名を中小企業診断士養成課程（中
小企業大学校）へ派遣。
・地元大学生への奨学金授与、インター
ンシップ、小中学生向け金融セミナー、
「せいしん夏休み親子教室」を実施。
・新企画として子育て支援プログラム
「せいしん『きっずクラブ』」を発足。

・取引先企業の本業支援に関連する研修
等に加え、「せいしん相談力強化塾」に
て研修動画をweb配信する。
・継続的に外部団体が主催する研修へ職
員を派遣する。
・中小企業診断士の資格取得支援とし
て、職員3名を中小企業診断士養成課程
（中小企業大学校）へ派遣する。
・地元大学生への奨学金授与、インター
ンシップ等、地元学生支援を継続実施。
・新企画として子育て支援プログラム
「せいしん『きっずクラブ』」の運営継
続。

・令和元年度末時点での管理職（課長級
以上）に占める女性の割合は5.5％
・令和元年度末時点での支店長代理級以
上に占める女性の割合は19.7％

・令和2年度末までに、管理職（課長級以
上）に占める女性割合を7％以上にする。
・令和2年度末までに、支店長代理級以上
に占める女性割合を20％以上にする。

・環境配慮型融資商品の取扱継続。
・「SDGs応援定期預金GOALsⅡ」を発売、
「静岡県地球温暖化防止活動推進セン
ター」「ふじのくに未来財団」にそれぞ
れ50万円を寄付。同定期預金を成約した
お客さまからご提出いただいた「地域の
SDGs宣言」は2,927名に上り、その集計結
果をレポートとして公表した。
・環境配慮型通帳・エコ粗品・再生紙の
継続利用
・GREEN表彰制度（各店独自の環境活動）
を全店で継続実施

・環境配慮型融資商品の取扱継続。
・「SDGs応援定期預金GOALs」の継続商品
を発売、定期預金販売額をもとに一定金
額を「静岡県地球温暖化防止活動推進セ
ンター」「ふじのくに未来財団」等に寄
付する。
・環境配慮型通帳・エコ粗品・再生紙の
継続利用
・GREEN表彰制度（各店独自の環境活動）
の継続実施

経営相談メニューの継続実施。目標取組
件数は次のとおり。事業承継・M&A…184
件、労働生産性向（補助金等）に対する
経営支援…180件、販路拡大支援…81件、
人材関連支援…150件、その他個別相談…
117件、合計相談件数…712件
・せいしんビジネスクラブにおいて会員
向けセミナー等を年22回開催。

経営相談メニューの継続実施。目標取組
件数は次のとおり。事業承継・M&A…120
件、労働生産性向（補助金等）に対する
経営支援…170件、販路拡大支援…40件、
人材関連支援…90件、その他個別相談…
180件、合計相談件数…600件
・せいしんビジネスクラブにおいて会員
向けのメールマガジンを年28回配信。

・静岡市と連携し、新現役交流会に参
画。
・大学との連携事業である知財活用アイ
デアプレゼン大会を開催。
・ポリテクセンター静岡との連携による
人材マッチング事業を1回開催。

・静岡市と連携した新現役交流会の開
催。
・新たに高校との連携事業を実施。
・外部事業者との連携による人材マッチ
ング支援を年20回実施。

・長年培ってきた「相談力」を通じ、地域を支えるお客さまの夢の実現や課題解決をお手伝いすることで、地域社会の活性化
に貢献します。
・全役職員をあげて様々な環境活動に取組むことで、地域社会の環境保全に貢献し、将来に亘り暮らしやすい街づくりに努め
ていきます。
・多様なニーズに対応できる魅力ある職員の育成強化や職場環境の整備に努めるとともに、地域の未来を担う学生に対する教
育振興に積極的に取組みます。

目標に関連する取組内容

・環境配慮型融資商品の取扱継続。
・「SDGs応援定期預金GOALsⅡ」を発売、
定期預金販売額の0.005％相当額(上限100
万円）を、「静岡県地球温暖化防止活動
推進センター」「ふじのくに未来財団」
に2分の1ずつ寄付する。同定期預金を成
約したお客さまから「地域のSDGs宣言」
をご提出いただき、その集計結果をレ
ポートとして公表する。
・環境配慮型通帳・エコ粗品・再生紙の
継続利用
・GREEN表彰制度（各店独自の環境活動）
の継続実施

経営相談メニューの継続実施。目標取組
件数は次のとおり。事業承継・M&A…120
件、労働生産性向（補助金等）に対する
経営支援…170件、販路拡大支援…40件、
人材関連支援…90件、その他個別相談…
180件、合計相談件数…600件
・せいしんビジネスクラブにおいて会員
向けセミナー等を年20回開催。

・静岡市と連携した新現役交流会の開
催。
・大学との連携事業である知財活用アイ
デアプレゼン大会を年1回開催。
・ポリテクセンター静岡との連携による
人材マッチング事業を年2回開催。

ＳＤＧｓ宣言達成状況報告書
私たちは、宣言書に記載した取組目標の達成状況を次のとおり報告し、

持続可能なまちづくりに向けて、次のとおり取り組むことを宣言します。

〈宣言日・変更日〉　2021年　　1月　　29日

令和元年度末までの取組目標

・取引先企業の本業支援に関連する研修
等を年間20回以上実施する。
・継続的に外部団体が主催する研修へ職
員を派遣する。
・中小企業診断士の資格取得支援とし
て、職員3名を中小企業診断士養成課程
（中小企業大学校）へ派遣する。
・地元大学生への奨学金授与、インター
ンシップ、小中学生向け金融セミナー、
「せいしん夏休み親子教室」を継続実
施。
・新企画として子育て支援プログラム
「せいしん『きっずクラブ』」を発足さ
せる。

・令和2年度末までに、管理職（課長級以
上）に占める女性割合を7％以上にする。
・令和2年度末までに、支店長代理級以上
に占める女性割合を20％以上にする。

事業所・団体等又は関連事業者等としての2030年の（又は中長期的な）あるべき姿

国連が提唱する「持続可能な開発目標（SDGs）」を金庫活動につなげ、地域社会の繁栄に貢献することで、持続可能な社会の
実現に努めてまいります。

事業所・団体等又は関連事業者等としてのねらい、特徴的な活動

様式第２号（第６条関係）



・シニア層向けとして、年金相談会を継
続実施、団体旅行を1回開催、金融犯罪防
止活動を年24回実施、ふれあい広場を年2
回開催。
・障がい者・障がい者福祉施設支援、店
舗・ATMなどのバリアフリー対応、小さな
親切運動、災害義援金の取扱、地域行事
への参加。
・ふじのくに未来財団への寄付を年2回実
施。
・静岡市立日本平動物園への寄付実施。
・自然災害時返済支援付住宅ローンの取
扱開始。
・運転免許自主返納者サポート定期預金
の発売。
・特殊詐欺撲滅ポスターコンクールの開
催。

・シニア層向けとして、年金相談会を継
続実施。
・ふじのくに未来財団等への寄付を年2回
実施。
・静岡市立日本平動物園への寄付実施。
・SDGsサポートローンの取扱開始。
・特殊詐欺撲滅ポスターコンクールの開
催。

・5月～10月の間、全職員でクールビズを
実施。
・打ち水大作戦を年間45日実施。

・クールビズ実施に加え、服装のカジュ
アル化を実施。
・打ち水大作戦を継続実施。

・静岡市河川環境アドプトプログラムへ
年2回参加。
・静岡市森林環境アドプトプログラムへ
の協賛実施。
・地球温暖化防止活動推進センターへの
寄付を年2回実施。

・静岡市森林環境アドプトプログラムへ
の協賛。
・地球温暖化防止活動推進センターへの
寄付を年2回実施。

その他

・お客さま向けの「SDGs取組セミナー」
を11月に開催。

・取引先企業に対する静岡市SDGs宣言書作
成支援等のSDGs経営に係る支援を40先以上
実施する。
・SDGsセミナーへの出講を5回実施する。

（記載上の注意）

　 １　取組は３～５つの目標に関する取組を記載してください。

 　２　取組のない目標については、行ごと削除してください。

 　３　目標はなるべく定量的に記載してください。

 　４　ゴールとの関連が不明なものは「その他」に記載してください。

 　５　取組目標については、毎年１月に達成状況を報告していただきます。
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氏　名

Ｕ　Ｒ　Ｌ

従業員（構成員）数

理事長

佐藤　徳則

〒420-0033
  静岡市葵区昭和町２－１

男性　　346　 人　　女性　　235　 人　　　計　　581　 人

http://www.seishin-shinkin.co.jp

所 在 地

・シニア層向けとして、年金相談会を継
続実施、団体旅行を年1回開催、金融犯罪
防止活動を年20回実施、ふれあい広場を
年2回開催。
・障がい者・障がい者福祉施設支援、店
舗・ATMなどのバリアフリー対応、小さな
親切運動、災害義援金の取扱、地域行事
への参加。
・ふじのくに未来財団への寄付を年2回実
施。
・静岡市立日本平動物園への寄付実施。
・自然災害時返済支援付住宅ローンの取
扱開始。
・運転免許自主返納者サポート定期預金
の発売。
・特殊詐欺撲滅ポスターコンクールの開
催。

・5月～10月の間、全職員でクールビズを
実施。
・打ち水大作戦を年間40日実施。

・静岡市河川環境アドプトプログラムへ
年2回参加。
・静岡市森林環境アドプトプログラムへ
の協賛。
・地球温暖化防止活動推進センターへの
寄付を年2回実施。

事業所・団体等又
は関連事業者等の

名称

代表者　職・氏名

静清信用金庫

（本社が届け出る場合はその事業所の数　　42　　　　）

８．金融・保険業業　種


